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農地集積・集約化対策事業費補助金交付要綱（平成26年2月6日付け25経営第3140号農林水産事務次官依命通知）一部改正 新旧対照表

（下線部分は改正部分）

改 正 後 現 行

農地集積・集約化対策事業費補助金交付要綱 農地集積・集約化対策事業費補助金交付要綱

第１・第２ ［略］ 第１・第２ ［略］

（流用の禁止） （流用の禁止）

第３ 次に掲げる流用をしてはならない。 第３ 次に掲げる流用をしてはならない。

(1)～(4) ［略］ (1)～(4) ［略］

(5) 別表２の区分の欄の２の経費の欄に掲げる(1)、(2)及び(3)の経費と(4)の経費 ［新設］

の相互間における流用

(6) 別表２の区分の欄の３の経費の欄に掲げる(1)及び(2)の経費の相互間における (5) 別表２の区分の欄の３の経費の欄に掲げる(4)及び(5)の経費の相互間における

流用 流用

(7) ［略］ (6) ［略］

（申請手続） （申請手続）

第４ 交付規則第２条の大臣が別に定める申請書類に関する事項は、別記様式第１号 第４ 交付規則第２条の大臣が別に定める申請書類に関する事項は、別記様式第１号

による交付申請書のとおりとし、補助金の交付を受けようとする者は、交付申請 による交付申請書のとおりとし、補助金の交付を受けようとする者は、交付申請

書正副２部を地方農政局長等（北海道並びに別表２の区分の欄の１の経費の欄に 書正副２部を地方農政局長等（北海道並びに別表２の区分の欄の１の経費の欄に

掲げる(4)の事業、別表２の区分の欄の３の経費の欄に掲げる事業及び別表３の 掲げる(4)の事業、別表２の区分の欄の３の経費の欄に掲げる(4)及び(5)の事業並

経費の欄に掲げる(3)の事業を実施する補助事業者にあっては大臣、沖縄県にあ びに別表３の経費の欄に掲げる(3)の事業を実施する補助事業者にあっては大

っては内閣府沖縄総合事務局長をいう。以下同じ。）に提出しなければならな 臣、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長をいう。以下同じ。）に提出しな

い。 ければならない。

２ ［略］ ２ ［略］

第５～第７ ［略］ 第５～第７ ［略］

（契約等） （契約等）

第８ 別表２の区分の欄の１の経費の欄に掲げる(4)の事業、別表２の区分の欄の３ 第８ 別表２の区分の欄の１の経費の欄に掲げる(4)の事業、別表２の区分の欄の３

の経費の欄に掲げる事業及び別表３の経費の欄に掲げる(3)の事業を実施する補 の経費の欄に掲げる(4)及び(5)の事業並びに別表３の経費の欄に掲げる(3)の事業

助事業者（以下「民間団体」という。）は、補助事業の一部を他の者に実施させ を実施する補助事業者（以下「民間団体」という。）は、補助事業の一部を他の

る場合は、本要綱の関係条項を内容とする実施に関する契約を締結し、大臣に届 者に実施させる場合は、本要綱の関係条項を内容とする実施に関する契約を締結

け出なければならない。 し、大臣に届け出なければならない。
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２・３ [略] ２・３ [略]

第９～第29 [略] 第９～第29 [略]

附 則（平成31年３月29日付け 30経営第2521号、平成31年３月29日付け 30農振4059号）

１ この通知は、平成31年４月１日から施行する。

２ この通知による改正前の要綱に基づき交付決定を受けた事業については、なお従前の例による。
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別表１ ［略］ 別表１ ［略］

別表２ （第２、第３、第４、第８、第10、第11及び第14関係） 別表２ （第２、第３、第４、第８、第10、第11及び第14関係）

区 分 経 費 補助率 補助事業者 重要な変更 区 分 経 費 補助率 補助事業者 重要な変更

経費の配分の変更 事業の内容の変更 経費の配分の変更 事業の内容の変更

１［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ １［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］

２ 機構集積 補助事業者が実施要綱 ［略］ ［略］ ［略］ ２ 機構集積 補助事業者が実施要綱 ［略］ ［略］ ［略］

協力金交付 第３の２に規定する次に 協力金交付 第３の２に規定する次に

事業 掲げる事業に要する経費 事業 掲げる事業に要する経費

(1)地域集積協力金交付 経費の欄に掲げる (1)地域集積協力金交付 経費の欄に掲げる

事業 (1)及び(2)の事業 事業 (1)、(2)及び(3)の

ア 集積・集約化タイ と(3)の事業の相 ［新設］ 事業と(4)の事業の

プ 互間における経費 相互間における経

イ 集約化タイプ の増減 ［新設］ 費の増減

(2)経営転換協力金交付 (2)経営転換協力金交付

事業 事業

［削る。］ (3)耕作者集積協力金交

付事業

(3)機構集積協力金推進 (4)機構集積協力金推進

事業 事業

(4)農地整備・集約協力 ［新設］

金交付事業

３ 機構集積 補助事業者が実施要綱 ［削る。］ ［略］ ３ 機構集積 補助事業者が実施要綱 経費の欄に掲げる ［略］

支援事業 第３の３に規定する次に 支援事業 第３の３に規定する次に (1)から(3)の事業

掲げる事業に要する経費 掲げる事業に要する経費 の相互間における

経費の30％を超え

［削る。］ ［削る。］ ［削る。］ (1)農地法に基づく事務 定額 都道府県 る増減

の適正実施のための支

援事業

［削る。］ ［削る。］ ［削る。］ (2)農地の有効利用を図 定額 都道府県

るための支援事業

［削る。］ ［削る。］ ［削る。］ (3)広域的な農地利用調 定額 都道府県

整活動等への支援事業

(1)全国的な農地利用調 ［略］ ［略］ (4)全国的な農地利用調 ［略］ ［略］

整活動等への支援事業 整活動等への支援事業

ア 情報収集・分析事 ［略］ ア 情報収集・分析事 ［略］

業 業
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イ 情報提供・指導事 ［略］ イ 情報提供・指導事 ［略］

業 業

(2)農地情報公開システ ［略］ ［略］ 経費の欄に掲げる (5)農地情報公開システ ［略］ ［略］ 経費の欄に掲げる

ム管理事業 アからウの事業の ム管理事業 アの事業とイの事

ア 農地情報公開シス 相互間における経 ア 農地情報公開シス 業の相互間におけ

テムの管理 費の増減 テムの管理 る経費の増減

イ 農地情報公開シス イ 農地情報公開シス

テムの保守・運用 テムの保守・運用

ウ 農地情報公開シス ［新設］

テムを活用した照合

の支援

別表３ ［略］ 別表３ ［略］

別記様式第１号（第４関係）（その１） ［略］ 別記様式第１号（第４関係）（その１） ［略］

別記様式第１号（第４関係）（その２） 別記様式第１号（第４関係）（その２）

［中略］ ［中略］

（注）この申請書は、「３経費の配分及び負担区分」における各表ごとに作成し、（○○○○）には、別 （注）（○○○○）には、別表２の区分又は経費の欄の該当する事業名を記載する。

表２の区分又は経費の欄の該当する事業名を記載する。

［中略］ ［中略］

別表２の区分の欄の２の経費の欄に掲げる(1)から(3)の事業を実施する場合 別表２の区分の欄の２の経費の欄に掲げる事業を実施する場合

［中略］ ［中略］

別表２の区分の欄の２の経費の欄に掲げる(4)の事業を実施する場合 ［新設］

補助事業に要する 負担区分

経費

区 分 （又は補助事業に要 国庫補助金 都道府県 備 考

した経費）

（Ａ＋Ｂ） （Ａ） （Ｂ）

円 円 円

合 計

（注）１ 区分の欄は、別表２の区分及び経費の欄の事業名等を記載する。

２ 実施要綱第13の１の交付決定前着手届を提出した場合には、備考欄に着手年月日及び文書番号

を記入すること。

別表２の区分の欄の３の経費の欄に掲げる(1)及び(2)の事業を実施する場合 別表２の区分の欄の３の経費の欄に掲げる(4)及び(5)の事業を実施する場合
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［中略］ ［中略］

［削る。］ 別表２の区分の欄の３の経費の欄に掲げる(1)から(3)の事業を実施する場合

［中略］ ［中略］

（注）１ ２の様式は、実施要綱第７の１、第８の１及び第９の１に定める事業計画等に準ずる。 （注）１ ２の様式は、実施要綱第７の１、第８の１及び第９の１に定める事業計画等に準ずる。

なお、計画承認等の事業内容から変更が無いときは、その旨を記載することで提出を省略できる

ものとする。

２ 添付書類について、地方農政局長等の交付決定の審査に影響が無い場合であって、過年度提出書 ［新設］

類又は地方農政局長等に別途提出している書類があるときは、その旨を記載することで提出を省略

できるものとする。

３ ［略］ ２ ［略］

別記様式第１号（第４関係）（その３） 別記様式第１号（第４関係）（その３）

［中略］ ［中略］

６ ［略］ ６ ［略］

［中略］ ［中略］

（注）添付書類について、地方農政局長等の交付決定の審査に影響が無い場合であって、過年度提出書類又 ［新設］

は地方農政局長等に別途提出している書類があるときは、その旨を記載することで提出を省略できるも

のとする。

別記様式第１号（第４関係）（その４） 別記様式第１号（第４関係）（その４）

［中略］ ［中略］

６ ［略］ ６ ［略］

［中略］ ［中略］

（注）添付書類について、地方農政局長等の交付決定の審査に影響が無い場合であって、過年度提出書類又 ［新設］

は地方農政局長等に別途提出している書類があるときは、その旨を記載することで提出を省略できるも

のとする。

別記様式第１号－２（第８関係） ［略］ 別記様式第１号－２（第８関係） ［略］

別記様式第２号（第９関係） 別記様式第２号（第９関係）

［中略］ ［中略］

（注）１［略］ （注）１［略］

２［略］ ２［略］

３［略］ ３［略］

４ 補助金の交付決定により通知された事業の内容及び経費の配分と変更後（中止の場合は中止後、 ４ 補助金の交付決定により通知された事業の内容及び経費の配分と変更後（中止の場合は中止後、

廃止の場合は廃止後）の事業の内容及び経費の配分とを容易に比較対象できるように変更部分を二 廃止の場合は廃止後）の事業の内容及び経費の配分とを容易に比較対象できるように変更部分を二

段書とし、変更前（中止又は廃止前）を括弧書で上段に記載すること。 段書とし、変更前（中止又は廃止前）を括弧書で上段に記載すること。

なお、添付書類については、交付申請書に添付したもののうち、変更があったものに限り添付す

ること。（申請時以降変更の無い場合は添付を省略できるものとする。）

別記様式第３号－１（第11第１項関係）～第10号（第22関係） ［略］ 別記様式第３号－１（第11第１項関係）～第10号（第22関係） ［略］


